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経済学研究 45-1
北海道大学 1995.5

北海道開発事業の波及効果分析

鍋島芳弘

1 .はじめに

北海道経済は一方で石炭・造船・鉄鋼などの

基幹産業が生f鶴吉小に陥り，地方では北洋漁業

の規制強イ七や農産物の市場解放など，北海道経

請にとって今後も厳しい状況が続くと考えられ

るo このような中で，公共投資の担う役割は大

きく，昭和60年では北海道開発事業費は域内

総固定資本形成の約43%，国費ベース(補正後)

では約四%を占めており，民間活力の乏しい北

海道において，北海道開発事業を抜きに北海道

経済は語れないのが現状である。

北海道開発事業は，大きく分けて 2つの役

蔀を担っている。第1は，“フロー"としての役

寵，すなわち失業者対策などの短期的景気対策

であり，第2は中・長期的観点からの“ストッ

ク形成"である。北海道の将来にとって，社会

資本の蓄積が重要なことは言うまでもないが，

1990年の国勢調査では道内総人口が減少してい

ることなどを勘案すると，雇用の創出・所得の

増加等の短期的景気対策も軽視することはでき

ない。したがって，公共投資の波及効果を詳細

に分析することが重要である。

本報告の目的は，第uこ北海道と他地域の建
設投資の波及効果を比較分析することによって，

図1.1分析フロー

①他地域の建設投資との比較分析

北海道の特性を明確化

②北海道開発事業の
工事別波及効果の分析

工事別特性の明確化

③生活関連事業の拡大シミュレーション i

北海道と全国に与える影響の把握

析のフレームワークを示し，第3章では 1節で

北海道の特性を明らかにするために，建設投資

の波及効果について大都市圏である関東，およ

び北海道に比べ製造業が高度化していると言わ

れる九州、!との比較分析を行う。第2節で1995年

度北海道開発事業の工事別波及効果分析，第3

節では北海道開発事業の事業構成が産業基盤整

備事業から生活関連事業ヘシフトした場合を想

定したシミュレーションを行い，北海道経済へ

の影響を考察する。

北海道の特牲を明らかにすることである。第2 2.分析方法

は北海道開発事業費の工事別波及効果の違いを

明らかにしたうえで，北海道開発事業の事業構 東京闘への…極集中が進む中で，地域聞の経

成が変化した場合に，北海道経請に与える影響 済力格差と産業構造のは行性が拡大する傾向に

を記握することである。なお，分析フローは図 ある。また，経済構造の高度化に伴い，地域間

1.1のj語りて'ある。

本稿の構成は，次の通りである。第2章で分

の相互依存関係はますます強まっている。この

ような中で r地域経済の問題は，各地域独自の
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(2) としてだけではなし金翠および他の地竣

との鴎連において総合的に把握されなけれiまな

らないり 1)本分析?は，非競争移入翠2)のf昭和

60年地域開産業蓮開表~ (通商産業省);を用いる

ことによって，北海道地竣産業連関表では計離

の対象外であった選外糠出需要(選外からの供

給によって鶏われる道内需要)が引き続こす，次

のような議及効果を織り込んでいる。

舎道外漏出需要が議外で発生する設及効果，

奇道外搬出需要が地域間設及を通じて本選に

与える談及効果

また，本分析では，所得係数と

入した家計内生北モデノレを用いることにより，

家計部門を遥じた生鹿誘発効楽も織り込んでい

る。

以下では，モデルの現論的フレームワークぜそ

地域開非競争移入型モデルのパラ は，

AX十 F(万~+CやE-M コヱX

となる。

A:地域罷投入係数マトリックス

X:.地域誕生産額の列ベクトル

F(D) :民間消費支出を除く地域沼地譲内最終

警警饗の全国計の列ベクトノレ

C:地域JW地域内民間諮費支出額の全密計の列

(1) 

ベクトル

E:地域lJU輪出額の列ベクトル

M:土産竣剥輸入額の列ベクト/レ

ここで，畿入額は当該輸入品の消費地域の地

域内需要に比較uずるものと定義すると

。宮沢機、『産主義室主関分析入門~ (日本経済新関社，

1987年入 122J要
2)産業連総畿の移入の取り扱いには，競争移入方式と

非競争移入方式がある。競争移入カ式は，害警警警綴<:

は移入品と同種の域内識をfl'lJ等と考えて一括計上し，
供給側!の最終祭主主部門にγイナス竣日として設けて

バランスをとっている。非競争移入方または，移入誌

と域内品は室長別化されいると考え，移入品と域内品

を分縦して計上する。

45-1 

M 之江M(A*X十F(D)*+C*)

と表すことができる。鱗略化のため， L，羽の 2

t岳識と考えれば
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となる。

ν:地域別所得係数行列，C 制或別消費係数行列，

Y:地域別均富所得額(列べクわけ， Fy :地域

別外生所得額{到ベクトル)

ただし， νニ lで0，.1
I V 11川|
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これをX とYについて解けば，生産差額は次

られる。
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家計内生化モデルによる「所得効巣Jの計鑓

には，大きく分けて2つの問題点がある。第l

に，静学的産業譲撰モデルにおいては，効果は

即時にあらわれるものとしており，波及のタイ

ム・ラグを皮映していない。第2は，

な消費係数の問題である。現笑の諮豪雪行言語は，

E汚得水準等によって異なっており，また迫力目的
所得が第費に与える影響を分析するには，地域

部限界務饗?生肉の計調nが望ましいが，現実には

作業時期の増加，計算システムの譲雑化等の開

題点から，理難である。

本分析においても，龍{穏な消費係数である平

均読聖堂性向きと用いており，地識別平均消費性向

は，地域開産業連関表から地域聞に縛られる麗

用者所得ヒ営業余鵜の合計と民間消費支出の比

とし される。

3，分析の結果

3. J 建設投資における波及効果の地域間比較

北海道，関東，九州、;の3地域で建設投資を行

った場合の生膿誘発効巣の比較分析を行った。

なお，以下では， A地域で投資が行われる場合
を fAケースJ と呼ぶこと る。

く

ぎ十算の鵠提は訟下の還りである。

• 3地域の投資額は，1985年基準錨格で100億円

とする。

・表3.1.1は投資額から居地費・嶺{償費を蓋し引

しており，これを分析対

象額とする。なお，培地費・祷{撹費率は北海

表3.1.1実綾工事費

出所:沼地害警・著書償資総比建設省

建設経済局「建設業務統計年報」

(1989年)

;約10.7%， ;約28.2%，九州;約18.2

%とする 0

・建設投資の費用構或は，凶器年実績の地域郡

平均鍾とする G

・構欝費が瀦費に与える膨響について

は考患しない。

く計調5結果>

(1)岳地域への波及効果

500 ~億円)

400 

248 
200 

100 。
図3.1.1は，それぞれの地域で，業換に投資が

行われた場合に，自地域で発生ずる

している。北海道で約248億円〈生産誘発係

数3) 約2.78)，関東で約204億円{約2.84)，九州

では約2201臆円(約2.69)である。

主主産誘発保数では，域内

も高いが，生産誘発額は「関東ケースJ が最

も小さい。「霞東ケースJの生態誘発額が器い主

な理由としては培地費・様欝饗率が高いため，

実質工事費自手本が小さいことがあげられる。

( 2)日本全体でみた波及効果

{億円} 箆13.1.2~全廃誘発額の全国計500， 

400 

300 

200 

100 

告

国3.1.2は，

341 

で誘発

ずる生産誘発額をと表している。大きいI1震に「北

講道ケ…スJの約364鑑円(生還誘発係数;4.08)， 

3)生産誘発額'-;<5経質工務費
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次いで「九チNケース」約341罷P=J(約4.16)，r襲

東ケ…ス」約269億円(約3.75)であり，自本全体

でみても用地費の安い「北潟灘ケースJ の生産

誘発額が最も大きい。

「関東ケース」の生麓誘発係数が，地のケ

スに比べ低い磁器としては，関東の平均謂費f
舟が北海道jお3よひび、九j州外州、t十判i卜H、'1よりもf盤墨いことがあげげiら

れる O

( 3 )伯の地域への議及効果

イ.北樺遂ケース

60 

50 

40 

30 

20 

10 

8 

~3. 1. 3 他のま窃域への効巣
。七議語1慈ケース)

50.9 

21.7 

0.2 

東関 rt 近中四九沖
北東部畿国菌兵?線

前述 3.1-(1)のように道内全産誘発額は約

248憲丹であったが，選外漏出分は怖の地域できと

るG

.1.3は，北海道で行われた投資が他地域で

引き続こす生産誘発額を表している。

額が大きい願に号関東(約51儀，@近畿(約22

億円)，争中部{約16億円)であり，選外漏出分が

引務起こす生産誘発額が大都市閤，特に罷東に

していることがわかる O

ロ 悶鳶ケース

図3.1
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国3.1.4は，関東の建設投資が{患の地主義へ与え

る生態誘発額を表しており，

中部(約議円)が大きい。 r~七議事選ケース j と比

べると他の地域への生産誘発額は小さきくなって

いるが，これは揺地費・補償費率が高いことと

関東の域再寵給率が高いことによるためと考え

られる。

北海道と関東の憐索では，

は関東に約51癒丹の産誘発額があったの

して，関東の鶏設投資による北海道の生産誘発

額は約4億円にとどまっており，北謀議が関東

に与える生産誘発額は，関東から受ける

発額の約13倍に遊している。

関東の建設投資によって，北海道と九州が受

ける生産誘発額を比較すると，九州は北海道の

約2倍である。九州、;の方が生産誘発額が大ざい

理由の一つには，関東の盤投業から九州への発

注額が大きいことがあげられ，持に素材産主業(北

海道の約71i音)，加工緩立産業(北海道の約13信)

において九州、!の受詮額が大きしこれは北海議

より九州の芳が製造業の多捺化・

でいるためと考えられる。

ハ.九州ケース

5合

図3.1.5他の地域への効果
(九燃ケース}

50 43.8 
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2議S 。伊S

込主主長関中近中間持
讃北東部畿圏駁緩

図3.1.5は九州の建設投資の生産誘発額を表

している。閣から域外生産誘発額が関東〔約44態

門)で最も大きいことは「北海道ケース」と

であるが r北海道ケース~こ比べ近畿(約30議

円入中国(約17億円〉の生議誘発額がより大きい

のが特徴である。

ニ.産主義部特数

表3.1.2""'3は， よび九州、!の建設投資
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表3.1.2生産誘発額の2ii1業別構成比(北海道ケース〉
(%) 

北海道 勢選東 その他
{潟地域)

63 10 28 1告。
78 6 16 100 
40 寄与 25 36 100 
38 * 26 36 100 
50 18 32 100 
100 。 o 100 
61 12 26 100 
71 13 16 100 
47 場 25 27 1寺号
65 * 2告 15 100 

11遂事前寸霊祭 64 16 2号 100 
12 :zと 務 7告 8 12 100 
13ザ…ピス 77 13 10 100 
14分類ネ務 74 11 16 100 

E霊堂提言十 75 11 15 100 

霊祭3.1.3:i:渓誘発綴の濠然別構成比(九州ケース)
(%) 

関* その{患 地域計

1 64 9 26 100 
2 71 7 22 100 
3 42 15 43 100 

35 割前 23 41 10自
50 13 37 100 
00 告 告 100 
品工 s 30 100 
71 10 19 100 
40 * 29 31 10自
毛色 ホ 20 20 100 
57 14 30 100 
32 15 53 100 
70 1詰 14 100 
31 16 53 100 

72 9 1喜 100 

表3.1.4生産量誘発額の産業別構成比{関東ケース)
(%) 

北海還を l 
関東

(鼠絶滅}

36 11 11 
41 5 s 
59 1 4 
61 。 3 
52 3 4 
100 告 合

51 1 4 
81 1 2 
il 2 3 
19 1 2 

69 3 4 
51 4 9 
84 1 2 
51 3 言

産業計 81 

が関東で引き組こす生産誘発額を藤業到に表し

ている。紫材産業，加工組立製品，高業，金融・保

険・不動産では，関東の構成比が両地域平均で20

%以である。しかし，関東の建設投資によ

る北海道と九州、iの生蔑誘発額講成比{表3.1.4)

なみると， と九丹、Iiこ与

える生産誘発額は上記の全ての産量業において 5

%米溝となっており，これら

効果が関東へ偏っていることがわかる。

建設部門の岳給率が全ての地域

で高いことから， f臨の投資よりも相対的に地域

開波及しにくい最終需要である。しかし，

投資の生産誘発効果においても，関東(特に紫材

産業，加工組立産業，商業}への集中額拘がある

ことがわかった。

( 4)域外議出分の累積効果

関3.1.63:地域のさた産誘発額の地域別会計
(億円)

400戸出斗乙

300 

200 

100 

o 

298 

密3.1.6は北瀧道，関東，九チi'!で同時に建設投

資を行っ おける，生産静号発額の地域活

している。

3地域でそれぞれ単独に建設投饗を折、つ

合の生産誘発額は，地域別の用地費の違い

殺したことによって，白地域での生産誘発額お

よびほ本全体での生産誘発額のいずれにおいて

も，用地授の安い r~七海道ケース」が最も大き

く r鶴来ケ…ス」は最も小さくなるc しかし，

3地域で開時に投資を行った場合には，北海道

と九チト!の域外揺出分の生産誘発効果が，

集中するため，用地費の違いを映しでも関東

での生産誘発額が最も大きくなる O

3.2 1995年度北海道開発事業の波及効果

<計測の前提>

計算の議前提と入力データは，次の還りである0

.本分析は，表3.2.1の1995年度北海道開発事業

を対象としている。
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霊祭.3.2.1北海滋開発事業予事事額 係Jjpj)

¥¥  名率業費居 笑質
コ二事費

治水(除く海岸} 209，137 152，616 
道芸書 544.1号告 420，258 
護主湾・漁援金 135警告62 112，394 
実禁 港 28，135 21，吾容1
{除名対策 66，277 46，258 
下水道 112，336 き7，590
Z襲若葉書窓生 31. 725 25.925 
/ふ、み 重量 22，325 13，443 
長警護をさ露盤整備 288.107 237，845 
その他 95，695 話0.394

去十 1，533，589 1，208，624 

一

ただし，特定開発事業推進錦査費については，

投資効果分析になじまないため除外するG

北海道開発事業予欝額から，

檎憤費を除札名

補償費は北議選開発局F草案業構造調鷲(平成2

きを.3，2，2工事別きた漆誘発綴

投資効薬

道内 全閣

治水{除く海) 225，432 283，298 
道路 627，218 786，886 
港湾・漁湾 169，257 213，692 
空授 港 32，820 41，642 
住宅 71，580 94，741 
下71<滋 148，037 186，737 
環境衛生 41，207 52，366 

公選議 21，215 25，910 
農業土木 356，864 441，449 
その偽 121，828 152，401 

言十 1，815，459 2，279，123 

表3.2.3地域別・ごと考察zlU生産誘発綴{総合効巣)
治水 港湾(除く海岸)滋路 漁滋 空港 総主主

年産)~，北海道開発局f用地譲覧釘

設経務賂 f建設業務統計年報』の1985-----1987

の平均髄を用いている。

・期地費・

(1985ニコ100)には，

の特徴を反挟させるため，

レータ -J

より推計を行った。

いて

・工事別費用構成は，北溜週開発露「昭和60年

北海道建設部門生産量者価格表j産業構造調査

(平成2年度)~，および建設省「昭和60年緯設

器内分析用産業連鵠表J を用いている4)。

く計瀦結果>

.2.2は工事部生産誘発額を表している 0

1995年の止海道開発事業予算額は，

(吉ヌ王子守}

所得効果 総合効然

道内 会滋 i遊内 長主 題

169，381 299，277 394，813 582，575 
478，224 842，159 1，1を5，442 1，629，045 
119，752 212，740 289，010 42ゑ432
21，642 38，853 54，462 80，495 
49，491 90，796 121，070 185，537 
104，978 186，376 253，016 373，114 
26，合96 46，781 67，303 99，147 
15，636 26，981 36，85J 52，891 
270，773 472，828 627，637 914，277 
91，037 159，968 212，865 312，369 

1，347，009 2，376，761 3，162，468 4，655，883 

(百万円)

下水滋環境慾笠 公園 農業土木その偽 工事計

北海道 3号4，8131，105，442 289，010 54，462 121，070 253，016 27，303 36，851 627，637 212，865 3，162，468 
声質 北 18，648 51，490 13，411 2，525 6，266 12告08 3，216 1，742 29，598 9，989 148，893 
関東 87，399 243，618 63，863 12，070 29，817 55，855 14，78き 7，466 133，495 絡を371 694，744 
E幹部 23.797 67，211 17，834 3，394 8，466 15，254 久050 1，981 36，033 12，562 190.581 
近認定 33.2き2 92.555 24，220 4，584 11.399 21，130 5.554 2，77号 50，114 17.528 263，148 
中溺 ぬ.576 29，857 7.807 1，515 3.713 6.968 1，896 ききf 16，239 5，624 85，ω2 

盟関 3，888 10，546 2，763 515 1，2きき 2，409 622 328 5，801 2，043 30，215 

九州 9，859 27，483 7，294 1，386 3，4ω 6，282 1，668 829 14，897 5，221 78，327 
沖縄 304 843 232 42 98 191 50 28 463 165 3舎415

音ト 582，575 1，629，045 426.432 80，495 185，537 373，114 99.147 52，891 914，277 312，369 4，655，883 

4)付録を参照のこと
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表3.2.4地域別・こに著書別生産主誘発綴構成比(総合効祭}

{義主治く水海岸) 道路 港湾漁滋 空港 住宅

北海道 67.8 67.9 67.8 67.7 経5.3
東北 3‘2 3.2 3.1 3.1 3.4 
関東 15.0 、 15.0 15.号 15.0 16.1 
中部 4.1 4.1 4‘2 4.2 4.6 
近畿 5.7 5.7 5.7 5.7 6.1 
中関 1.8 1.8 1.8 1.9 2.0 
四図 0.7 0.6 0.6 0.6 0.7 
九州 1.7 1.7 1.7 1.7 1.8 
沖総 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 

ぎ十 100.0 100.0 100‘9 100.0 100.0 

表.3.2.5北海道における生成誘発額構成比

投資効果 所得泣古来 総合効果

l祭事本水産業 1.6 6.5 3.7 
2鉱業 1.9 0.4 1“3 
3 雪軽材産業 7.5 4.3 6.1 
d 主5工品目'ill意書室 2.7 2‘5 2.6 
5その緩め製造業 2.1 16.5 8.2 
品産量設 67.6 1.2 39.3 
7 霊童カ・ガス陽水道 2.6 3“7 3.1 
8 ~筆談 1.9 15. () 7.5 
9金融・線検・不毅E霊 4.7 エ6.2 9.6 
防護塁審議・通イ言 2.9 7.4 4.8 
11公務 0.1 0.2 0.2 
12サ}ピス 3.2 24.号 12.4 
13分類不明 1.3 1.1 1.2 

計 100.0 100.0 1告号令自

ベースで約1~1s2ニ子部議2千4百万円であるが，中

間財の嬉入による主主産増加(以後，投資効果と略

ぶ)と家計部門安遥じた生産増加(以後，所得強

と呼ぶ)によって，究極的には約4~主6千558儲

S千3百万丹治生産を誘発し，そのうち道内分は

約3~1S1T624億6千8百万丹{約68%λ道外分は約

1~討千934欝l千5百万円(約32%) である。

(1)工事期生産誘発額

表3.2.4工事別生還を誘発額(総合効果〉の地域

到構成比をみると，北海道は北潟道開発事業が

スで引き起こ (地域許)の

約67.9%を占めている。道内比率の最もi高い工

事は，.公欝;約69.7%J，次いで

約68.6%Jであり，最も部い工事は「住約

65.3箆J，rさ雲港;約67.7%Jである。

選外では関東における生産誘発額が最も大

きく，約6千947議4千4百万円;(地域計の約14.9

(%) 

下水道環境衛生 公園 祭業土木 その他 工務計|

67.8 67.9 69.7 68.6 68.1 67.9 
3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 
15.0 14.9 14.6 14.6 14.8 14.9 
4.1 4.1 3‘告 3.9 4.0 4.1 

5.7 5.6 5.5 5.5 5.6 5.7 

1.9 1.9 1.8 1.8 1.8 1.8 

0.6 0.6 0.6 0.6 0.7 ふ5

1.7 1.7 1.6 1.6 1.7 1.7 

0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.号

先)，次いぜ近畿;約2::f631鍛4千8百万円(約5.7

%)，中部;約l千905種8千1百万内(約4.1%)と

なっており，大都ñJ~裂にお狩る生産誘発効果が

きいことがわかる。特に関東は，道外生産誘

発額の約47%を占めており，

の関東への集中韓向がみられる。

( 2 )諜業揺さ柱建誘発額

.2.5は，道内生産誘発額構成比を示してい

る。投資効果?は建設業(約67.6%)，素材産業

{約7.5%)などの企業関連産業へのさ住鹿誘発額

が大きく，頚得効果ではサ…ピス(約24.9%)，

食料品加工のウェイトが大きいその龍の製造業

(約16.5%)，金融・保険・不畿産(約16.2%)，

議業(約15.0%)などの生活棋連産業への生産誘

発額が大ぢくなっている。 投資効果と所樽効

を合計した総合効果では，独立投資の行われ

る建設業が最も高く約39.3%，次いでサービス

;約12.4%，金融・保験ー不動産;約9.6先

であるが，当拐は主主設業のみに発生した公共投

資が，産業関の中間財取引と家計消費ぜそ通じて，

多くの諜撲の生産増加を引き起こしているとと

がわかる。

.2.6は地域別生産誘発額を表しており，道

外では大きい艇にCD関東の紫哲産業;約l千526
罷6千万円，窃関東のその地の製造業;約1千175

僕8千3百万円， φ関東の金融・保険・不動綾;
約878億1千8百万円，@関東のサービス;約851

館9ヂ7百万円，器関東の加工総立産業;能82H意

5千9百万円である。
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表3.2.6産業lJU・機域別生燦誘発額〈総合効然) (首ヌゴf'D

北海道 策北関策中部近畿中額四国九州沖縄 地域計

1農林水産業 116，211 1事，827 18，881 18，881 4，497 3，530 2，561 6，777 177 175，096 
2鉱淡 40.910 2，098 2，116 2，116 765 565 211 767 22 47，905 
3素材厳重義 193，485 29，890 29，890 152，560 50，167 65，074 広228 17，539 336 550，735 
4加工露呈立産業 82，530 ヨ，533 9，533 82，159 38，863 33，567 1，835 6，445 42 263，818 
5その他の製造業 26号，417 25，31225，312 117，583 32，666 53，580 6，942 11，378 310 ，8長会

s建設 1，242，526 1，361 1，361 6，166 1，184 1，922 252 6ヲ2 21 1，254，721 
7警察カ・ガス・水滋 98，634 7，631 7，631 17，5約 6，147 7，548 972 2，610 72 143，638 

8寝室 多発 236，105 14，055 14，055 76，358 17，599 29，978 2，646 7，239 221 390，034 
号金融・保険・不動産 302，668 13，576 13ふ76 87，818 12，410 21，422 2，541 6，1告i 22お 452，107 

10運輸.̂ 断言 152，092 7，764 7，764 41，416 8，115 14，820 2，226 6，920 611 238，408 

11公務 5，263 155 155 569 152 179 3き 100 2 6，542 
12サーピス 393，120 15，900 15，9∞85，1号7 15，999 28，288 3，262 10，481 365 559，541 
13分類不明 38，506 1，790 1，790 6，675 2，017 2，674 500 1，218 13 54，497 

計 3，162，468 148，893 694，744 694，744 190，581 263，148 30，215 78，327 2，415 4，655，883 

表.3.2.7産業別・地域別生産誘発額機成比(総合効主義〉 (%) 

北海道東北関東中部近畿中国間国九州沖縄 地域計

1 農林水重量葬送 66.4 11.3 10.8 2.6 
2鉱業 85.4 4.4 4.4 1.6 

3 祭材産業 35.1 5.4 27.7 9.1 
4加工組立産業 31.3 3.6 31.1 l4.7 
5その他の製造業 50.2 4.9 22.7 6.3 
6建設 99.0 告.1 0.5 0.1 
7電力・;J.fス・水道 68.7 5.3 12事G 品.3

8蕗業 5ふ5 3.6 19.6 4.5 
合金融・保険・不動産 66.9 3.0 19.4 2.7 

10港整輸・逮信 63.8 3.3 17.4 3.4 
11公務 80.4 2.4 8.7 2.3 

12サービス 70.3 2.8 15.2 2.9 

13分類不明 70.7 3.3 12.2 3.7 

き十 67.9 3.2 14.9 4.1 

.2.7産業期生産誘発轍の地域封構成北を

みると，選外比率の最も高い長室業は①加工組立

産業(約総.7%)，@紫材産業(約64.9%入金そ

{約49.8%)であり，

脆弱性がE芝験されていると考えられる O また，

これら 3業種の選外生産誘発額に占める関東の

シェアは，加工総支援業(約42.7%)，紫材産業

(約45.3%入その地の製造業{給品.5%)が特に

ことから，製造識における潜外生産誘発効

果の関東への集中額向がみられる。

( 3)生産誘発係数

.2.8は工事別生産誘発捺数

沼地費・補償費を!徐く実質工事費)を示している

2.0 1.5 1.5 3.9 0.1 100.0 

1.2 0.9 0.4 1.6 0.0 100.0 

11.8 6.4 1.1 3.2 。秒l 100.0 

12.7 3.4 0.7 2.4 0.0 100ゐ号

10.3 2‘l 1.3 2.2 0.1 100.0 

0.2 0.0 0.0 0.1 0.0 100.0 
5.3 1.9 0.7 1.8 合.1 100.0 

7.7 1.5 0.7 1.設 。1 100‘合
4.7 1.2 0.6 1.4 。‘。 1設住都G

6.2 1物9 0.9 2.9 0.3 100.0 
2.7 1.3 0.6 1.5 合.0 100.0 
5.1 1.2 0.6 1.9 0.1 100.0 

4.き 2.0 0.9 2.2 0.0 100.0 

5刷7 1.8 母.6 l“? 0.1 100.0 

表3.2.8生産誘発係数

投資究者祭 所得効果 総合効果

ミ薮f'3 全関 i露f'3 全 選室内 全滅

1.48 1.86 1.11 1.96 2.5詰 3.82 
1.49 1、87 1.14 2.00 2.63 3.88 
し51 1.告。 1.07 1.89 2:51 3.79 
1.5告 1.90 0.99 1.77 2.49 3、68
1.55 2.05 1.07 1.寺普 2.62 4.01 
1.52 1.91 1.08 1.宮l 2.59 3.82 
1.59 2.02 1.01 1.80 2.60 3.82 

公医司 1.58 1.93 1.16 2.01 2.74 3.93 
差益業土木 1.5合 1.86 1.14 1.99 2.64 3.84 
その他 1.52 1.9告 1.13 1.き号 2.65 3.89 

言十 1.50 1.89 1.11 1.97 2.62 3.85 

が，ここでは工事の特教をより甥示鈴に捉える

ため，次のよう を試みる。

と所得議果による
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表3.2.雪道肉食産誘発額に対する投資効楽の芸寄与度 (%) 

(EJ?毒事}滋絡繍漁港繍 {除去さ 下水道 公関 儀委壁土木その他 工事計

l 産量林水建築 26.4 19.2 25.0 23.0 44.2 16.6 17.7 40.7 30.7 24.8 24.9 
2鉱業 83.9 85.6 83.9 87.6 81.2 89.3 91.9 85.4 85.8 85.6 85.8 
3素材 67.8 70.1 号令3 73.6 67.3 74.8 79.6 70.3 69.7 70.1 70.3 
4加工総立漆幾 56.1 59.6 64.6 63‘9 60.1 58.3 61. 7 60.1 56.7 58.0 59.1 
5 その他の3謀議室業 16.8 12.6 14.5 13.6 23.3 13.2 12.9 19.0 15.4 15刷6 14.7 
S建設 98.7 98.7 98‘器 98.9 98.8 98.8 98.9 98.7 98.7 98.7 昔話.7

7電力・itス・ホi議 45.5 47.7 51.1 50.5 46.8 47.7 51朱8 48.9 45.6 35‘S 33.5 
8 jl筆 室長 14.3 14.0 15.4 15.7 17.5 14.7 16.6 15.2 13.8 14.5 14.4 
告 会話自・保強・不動産 26.8 27.8 30.2 30.8 29.9 28.0 32‘? 30.0 27‘2 28.8 28.1 
10遼輸・過信 33.5 33.3 36.3 37.0 36.4 35.3 39.2 35.9 32.9 35.1 34.1 
11公務 30.8 37義4 35.0 34.7 57.1 52.1 54.6 42.3 40.4 34.6 • 39.8 
12 -Ij-ーピス 15.2 14.1 15.4 15.7 17.2 15.2 17.0 14.2 13.6 15.5 14.6 
13分類不明 60.6 62.0 65.3 65.1 63刷3 62.3 65.9 63.7 60‘8 61.9 62.1 

-生産誘発効果の広がり

型化

.2.9は生鷹誘発織に対する投資効果の寄

与震を表している。 信表から，藍接投資の行わ

れる建設業を除けば r企業関遺産業(鉱業，

材，加工組鐙業)Jにおいては投資効果の寄与

護が大きいのに対して r生活関連産繋(農林水

そめ他の製造業，蕗業，サービス等)Jでは

所得効果の寄与度が大きいととがわかる。した

がって，投資効果における生成誘発係数が大き

いほど企業関連産業に与える影響は大きく，同

様に所得効巣の誘発係数が大きいほ

を当てた類

図3.2，1効果別類型化

所得効果
1.2 

1.05 

第3グループ 童書1グループ

幾重義土木
公E罰

、¥.¥、、4でa その他

ーー治水道路 • 
• 主主.筆信
¥ 
港湾・漁港

Z議E事 章表境事室主柱

第4グル}プ

日

¥
U

Z
均
日
平
ム

1 

。‘95
1 

る影響は大きい。

図3.2.1は，北海識における投資効果と所得効

果から各種ヱ事の類君主化を行ったものである。

なお，以下では実質工事費の増加が産業に与え

る震予撃事について，平均約な工事との出較で議ベ

る。

第 1グループには，生産E誘発鍔数が投資効果

と所樽主力果のいずれにおいても平均以上の工事

る。したがって，主当該グループり工事

費の増強は，企業欝連および、主主活関連鐙業のい

ずれにおいても相対的にプラスの効果を与える。

第2グループは，投資効果による生蔑誘発保

数は平均そ躍えるが，所得効楽は平均を下関る

し，企業関連産業へはプラスの効果

をもたらすが，

スの効果となる。

第 3グループ仇生活関連産業へはプラスの

効果，企議欝連E設業にはマイナスの効果をもた

してはマイナ

5 

らす。

第4グループは，投資効巣と所得効果のいず

れにおいても平均を下回る工事が該当し，

費の場加は企業関連および生活関連のいずれの

もマイナスの効果をもたらす。

密3.2.2は，総合効架の北瀞道と

発揮数から各種工事の類型免を行ったものであ

るのなお，以下では，

とのよ七較で述べる。
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4.1 
第7グんーブ 2事5グループ

~1主宅

護その他

公陸罰• .・• 
一命

農業土木

• 第8グループ 2高5グループ

均
おま
/

4 

3.9 

3.8 

3.7 

3.6 1....' --'---'--~-:l 
2.45 2.5 2.552.6/2.65 2.7 2.75 2.8 

主ド均 道内のき校庭誘発係委主
2.62 

5グループは，北榔道およびきを慢のいずれ

においても平均以上の生漆誘発錆数を有する工

事であり，本グループの工事閣の増加は滋内お

よび全悶で梧対的にプラスの効果をもたら

第6グループは，道内に対してプラスの主主巣，

全額に対しではマイナスの効果そもたらす。

道内に対してマイナスの効

果，全盛に対してはプラスの蕗果をもたらす。

第8グループは，額対的にj設内およ

対してもマイナスの効果をもたら

3.3 生活関漉公共投資の拡大SIM

.3.1は，財政需ij度審機会(大藤摺の諮問機

関)が1993年11月報告において公共事業につげ

た震先頼位を示している。このように，

北海道開発予算に占めるウェイトが大き

基盤整鑓事業が抑制され，地方では人口に比倒

り当てられる額需が強い生活関連事業が

相対的に拡大された場合， える

表3.3.1財政告発皮革審議議会による公共事業の俊先綴位

養手響は大きく次のように分けられる。

①北海道開発事業予算額の増誠による影響，

争事業構成の変化による影響

北潟道開発事業予算額の増減については，政

治的饗臨が大きくイ乍用するなど予測が困難であ

ることから，本シミュレーションでは，北海道

開発事業の事業譲戒が変化した場合の影響を定

る。

くシミュレ}シ設ンお前揖>

表3.3.2は.1995年度における北海道開発事業

費予算額の対前年伸び率を示しているが，蔀述

の潜政制度審議会報告め優先)1阿部とほぼ治った

になっている。

ミュレーションの工事費は， φ工事5JU横
戒は推定値:1995年の北描灘開発事業の工事別

名目事業費の対前年伸び惑がSヶ年継続した

(2000年時点)場合の工事現構成比そ推定，

定工事別構成比に1995年麗北海溝開発事業費の

総額を掛けることによって求めている。なお，

工事擁構成比は淡3.3，3の通りであり，その越の

蔀提については3.2の<シミュレーションの前

提>と時様である。

くシミュレ…ショ

シミュレーション結果は表3.3.4---らの通りで

ある。 1995年度の北海道関発事業の生態誘発効

果に比べ，北海道では約12億4千8百万九

では約2千4百万円減少するものの，地場別生麗

誘発額および臆業別生長室誘発額の変動は小ささい

ことが検証された。これは，次のような要国に

よるものと考えられる。

第一にヌドシミュレーションの前提では，

艶構成比に大きな変化が表れなかった。

工芸繁華五分 今後の方向 工事区分

生活環竣5祭儀 き当iii集中約にきた施 住宅， T*滋，環境衛生，公題等
国土保全 ヨ安楽に実施 治水，海岸，森林整鋳{知Ul，林道)

差益繁義援整備 重点的かつ持続気味に扱う 港湾，漁港，曲
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第ニに工事腕事業費の増減が複雑なため，工

事揺生産誘発係数の違いが相殺された。

第三に北海道開発事業においては，用地撃を・

・投資に全く影響を与えないと仮

定しても，必ずしも生活関連事業の波及効架が

とは言えないため，予想さ

れたほどの変動が計郷されなかった。表3.3.6は

用地費・檎護費率を明示的に殺り込むため，生

産誘発係数を「生産誘発議(用地饗・補償費十

実鷲工事費じと したものである。 にお

表3.3.4 ミよるレーシ浸ン) (8万内)

北海道 東北関家中部近畿中国昭国九州沖縄 地域計

1 &撃林水産業 115，893 l号，795 18，854 4，493 3，525 2，634 2，557 6，768 177 174，695 
2鉱業 41，627 2，116 2，121 770 566 452 211 769 22 48，655 

3素材産業 195，2幸容 30，038 152，940 50，228 65，206 35，5お 6，232 17，586 336 553，452 

4 82，256 告，545 82，346 38，き34 33，62き 8，867 1，841 6，品64 42 263，923 

5その他の製造業 259，775 25，287 117，426 32，655 53，506 10，652 6，き35 11，371 310 517，917 

S建設 1，242，743 1，363 6，171 1，185 1，号23 51ぬ 252 692 21 1，254，949 

7電力・ガス・水道 き8，407 7，644 17，262 6，152 7，553 2，785 972 2，614 72 143，492 

8商業 235.458 14，057 76，368 17.604 29.987 5.839 2，646 7，243 221 38丸421

喜 重量融・保険・不動療 302，011 13，589 87，890 12，41雪 21，432 5.2吉8 2，540 ゑ165 224 451，568 

10運輸・通信 151，922 7，774 41，40き 8，123 14，821 ム452 2手225 6，918 61号 238，254 
11公務 5，318 155 569 152 179 84 39 100 2 6，598 
12サービス 392，052 15，912 85，221 16，009 28，300 6.943 3，262 10，483 365 558，549 

13分類不明 38，461 1，7号1 6，680 2.019 2，676 1，105 501 1，21号 13 54，464 

計 3，161，220 14号，065656，257 190，742263，304 85，29ヲ 30，214 78，3ヲ2 2，413 4，655，き寺7

善後3.3.5 住建誘発綴の地域別構成比{生活関連懇談拡大シミュレ…ション) (%) 

北海遊策北関液中部近畿じゃ密閉包九州沖縄 地域計

1 差益林水運筆業 66.3 11.3 10.8 2.6 2.0 1.5 1.5 3布告 G‘1 100.0 

2鉱業 85.6 4.3 4.4 1.6 1.2 仏寺 O.品 1.6 0.0 100.0 

3素材産業 35刷3 5.4 27.6 ヲ.1 11.8 6‘4 1.1 3.2 0.1 10仏9

4加工組支産業 31.2 3.6 31.2 14.8 12.7 3.4 。? 2.4 0.0 100.0 
5その総の製造業 50.2 4.9 22.7 6.3 10.3 2.1 1.3 2.2 0.1 100.0 

5建設 99.0 0.1 0.5 0.1 0.2 0.0 0.0 0.1 合.0 100.0 

7議カ・ガス・水道 68.6 5.3 12.0 4.3 5.3 1.9 0.7 1.8 0.1 100.0 
島商業 60.5 3.6 1合.6 4.5 7.7 1.5 0.7 1.9 0.1 100.0 

告金融・保険・不動産 66.9 3.0 19.5 2.8 4.7 1.2 ふ己 1.4 0.0 100危急

10主義審議・通信 63.8 3.3 17.4 3.4 6.2 1.号 O.宮 2.9 。‘3 100.0 

11公務 80.6 2.4 8.6 2.3 2.7 1.3 0.6 1.5 0.0 10仏合

12サービス 70.2 2.8 15.3 2.9 5.1 1象2 0.6 1.吉 0.1 100.0 

13分綴不明 70.6 3.3 12.3 3.7 ふき 2摘。 0.9 2.2 0.0 100.0 

計 67.9 3危2 14.9 4.1 5.7 1.8 。号 1‘7 。‘1 100.0 
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議3.3ι 牛 21m叉え

投蓄電効長良 所得交差3襲 総合交古楽

道内 ぎをE議 造内 会関 道内 さE:0惑

治水{除〈臨岸) 1.23 1.54 0.92 1虐63 2.15 3.18 
道路 1.31 1‘65 1.00 1虐76 2.32 3.41 
港湾・漁詩書 1.47 1.86 1.04 1.85 2.51 3.71 
要援 護主 1.36 1. 73 0.90 1.61 2.26 3.34 
会主宅 1.30 1.72 O.きむ 1.65 2.20 3.37 

1.48 1.87 1.05 1.86 2，53 3‘73 
1.53 1.94 0.97 1. 74 2.50 3.68 
1.07 1.31 0.79 1“36 1.86 2.67 

1‘46 1.81 1.11 1.空基 2.57 3.74 
1.47 1.84 1.1合 1.93 2.57 3議76

1.37 1. 72 1.01 1. 79 2.38 3.5会

楽生産誘発係委主=生産誘発要議(f問地費・宇商務室撃を十実質工著書重苦)

ける係数では議議土木:2.57， 

: 2.51，環境衛生:2.50， 

業土木:3.74，下水道:3.73，港湾漁潜:3.71， 

環境窓生:3.68であり，生産誘発効果の大小は，

単純な生活関連事業と農業基盤強備事業とのニ

よって決定されていなし、

4.おわりに

本研究は，家計内生盟の地竣関課業連関モ

ノレによって，建設投資の地域別波及効果と

選開発事業の工事部波及効果について，実証的

に分新きを行った。

主なブアインディングスは，次の通りである。

(1)北海滋，関東，九州において，それぞれ単

独に建設投繁を行った場合む生産誘発額は，

域躍の爵地費の違いを皮殺したことによって，

岳地域への効果必よび日本全体への効梁のいず

れにおいても，Jtl地費の安い「北海道ケースj

が最も大怒く r関東ケースJ は最も小さきくな

る。しかし，北語道，関東，九ナNでi司持に投資

た場合には，用地費の違いを反映しても

関東での生産誘発額が最も大きくなる。これは，

北海道と九州の域外謀議出分の主主産誘発効果が，

関東に集中するためヤあり，事与に製造業におい

てその鎮舟が強い。

(2-1) 1995年伎の北海道開発事業は，

内で約3兆1千624億6千8百万丹{生産誘発係数:

約2.62) ，全国では約4~回千558憶8千3百万円{生

産誘発係数:約3.8訟の生産 るG なお，

生産誘発額の道舟比率は約68%である。

(2-2)北議遊開発事業のよ護持?とおける工事民生

産誘発係数は，高い11震に投資効果では潔境衛生，

公繍であり， fj行持効果では公閤，農業土木，総

合効巣では公菌，そのf患である。全国における

工事誕生産誘発係数(総合効果)では，高い績に

性宅，公隣であり，

いが計寵された。

(3.1)提来「生活関連事業比産業基盤事業に比

べ被及効果が小ざいりと替われていたが r生

産誘発額十{用地護者・補償費十英繋工事費)Jと

定義した余震誘発係数では，大ちい順に道内で

は農業土木:2.57，下水道:2.53，港湾漁滋:

2.51，環境衛生:2.50であり，

・投資に全く影響を与えないと仮定して

も，北海道開発事業においては必ずしも生活関

連事業の波及効果が牒業基盤泰葉に劣るとは言

えないことが検証2された。

(3.2)北梅選開発事業において，生活欝連事業の

構成比が約2先程度増加した場合に北梅道経済

に与える生産誘発額は， 1995年度北端道開発事

業の生態誘発額に辻ベ，約12億円誠少するもの，

全国レベルでみれば顕著な変動は計灘されない。

fす隷

1.工事別費熊構成の反暁

表示の簡略化のためレオンティエブ逆行宛を

は-A)ぺとおけば，生産額は次のよう

る。

X ココ (I-A)イ F

(トトA+N十A3十・・・・ )F

=Fート(I-トA+N十A3十・・・)AF

=F十(I…A)-lAF

A;北海遺産業連総表の投入係数行弼，

F: トlレ

φ式は，第l よる生産量の直接効果

を表し，第2項がこの最終需繋の発生により必要と

なる中間財の生態増加がもたらす間接効果令茨し

ている。

〈号式を用いて，工事zu波及効果の計測を行う方法
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K;建設建業連関表のm項の工事別投入シェ

1995.5 

α; j工事の工事費(j: 1， .・ ¥m)，

i行を建築部門または土木部門とおくと， Kおよ

びF訟は，次のよう

j
 

o
o
o
o
m
0
6
0
0
 

3 )金子

オLる。
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4 )金子

5)金子

11) g沢

12)宮沢

13)篠沢

k '.1 = k 1.2 ••• 

舎式

F(j) 

ただし，

kl.;=k，場開=0である

したがって，工事別の葱援・間接効果は，(1)式影

用いて，次式のように表すことができる。

十(I-A)-IKF(j)

ミ号式せを用いることによって，建築，土木部門にお狩

る工事J1ijの計測が可能となる。また上部より明らか

なように直接投資の行われる自部門はゼロである

から，重複計算は避られる。
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